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議案第２７号 

平 成 ３１ 年 度 神 崎 町 水 道 事 業 会 計 予 算 

 （総 則） 

第１条 平成３１年度神崎町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

(1) 当年度末給水戸数 １，９７４戸 

(2) 年間総給水量 ５２１，５６２㎥ 

(3) 一日平均給水量  １，４２５㎥ 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収     入 

第１款 水道事業収益 ２１６，９４１千円 

第１項 営業収益 １１７，７２１千円 

第２項 営業外収益  ９９，２２０千円 

 支     出 

第１款 水道事業費用 １８６，４３９千円 

第１項 営業費用 １６９，３３２千円 

第２項 営業外費用 １３，１０７千円 

第３項 予備費  ４，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（資本的収入額が資本的支出額に対し、不足する額４９，９３７千円は、消費税及び地方消費税資本的

収支調整額１，１３４千円及び損益勘定留保資金４８，８０３千円で補てんするものとする。）  

収 入 

第１款 資本的収入 １１千円 

第１項 負担金 １１千円 

支     出 

第１款 資本的支出 ４９，９４８千円 

第１項 建設改良費  ７，２３９千円 

第２項 固定資産取得費  ３，３８３千円 

第３項 企業債償還金 ３７，３２６千円 

第４項 予備費  ２，０００千円 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第 5 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。

(1) 消費税 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第 6 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経

費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職員給与費           ３２，１２０千円 

(2) 交際費                 ３０千円 
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 （他会計からの補助金） 

第 7 条 高料金対策のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２５，０００千円と定める。 

 （たな卸資産の購入限度額）  

第 8 条 たな卸資産の購入限度額は、１，２９０千円と定める。 

  平成３１年３月６日提出 

神崎町長 石 橋  輝 一 
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注記表 

１重要な会計方針に係る事項  
（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法  

たな卸資産は、水道事業にて使用する材料及び量水器であるため、先入先出法による原価法を採用する。 
（２）有形固定資産の減価償却の方法  

償却方法は、すべて定額法を採用している。  
・主な耐用年数 

構築物 １０年～６０年 
機械及び装置 ５年～２０年 
工具・器具及び備品 ２年～８年 
車両運搬具 ３年～５年 

（３）引当金の計上方法  
イ 退職給付引当金 

退職給付引当金については、退職手当の全額を一般会計が負担するため、引当金を計上しない。
ロ 賞与引当金 

職員の期末手当、勤勉手当、賞与に係る法定福利費の費用について、当事業年度に帰属する額を計上
している。 

  ハ 貸倒引当金 
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権について貸倒実績等により貸倒見積高を算定
し計上している。 

（４）消費税等会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

（５）リース会計について  
 新会計適用年度以前にリース契約に基づくリース期間が開始された契約であるため、引き続き通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を行う。  

２予定キャッシュフロー計算書等に関する注記  
（１）重要な非資金取引  

該当なし 
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収　入

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

 1.水道事業収益 216,941 

 1.営業収益 117,721 

 1.給水収益 117,561  水道料金収入

 2.受託工事収益 100  受託工事収入

 3.その他営業収益 60  設計審査及び工事検査手数料等

 2.営業外収益 99,220 

 1.受取利息 1  預金利息

 2.給水申込負担金 2,310  新規加入者等申込負担金

 3.県補助金 11,982  市町村水道総合対策事業補助金

 4.他会計補助金 25,000  一般会計補助金（高料金対策）

 5.長期前受金戻入 59,917  減価償却見合い分の収益化

 6.雑収益 10 

平成３１年度神崎町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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支　出

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

 1.水道事業費用 186,439 

 1.営業費用 169,332 

 1.原水及び浄水費 36,215  取水、導水、浄水設備等の維持管理に要する費用

 2.配水及び給水費 10,148  配水、給水設備等の維持管理に要する費用

 3.受託工事費 90  給水装置の受託工事に要する費用

 4.総係費 33,450  事業活動の全般に関連する費用

 5.減価償却費 89,309  固定資産の償却費

 6.資産減耗費 110  固定資産除却費

 7.その他営業費用 10 

 2.営業外費用 13,107 

 1.支払利息及び諸費 8,339  企業債利息

 2.消費税 4,748  消費税及び地方消費税

 3.雑支出 20 

 3.予備費 4,000 

 1.予備費 4,000 
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収　入

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

 1.資本的収入 11 

 1.負担金 11 

 1.負担金 11  工事及び開発負担金

資本的収入及び支出
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支　出

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

 1.資本的支出 49,948 

 1.建設改良費 7,239 

 1.浄・配水施設改良費 7,239  施設改良事業

 2.固定資産取得費 3,383 

 1.機械及び装置費 688  設備機械及び量水器設置費用

2.工具器具及び備品購入費 2,695  備品等購入費用

 3.企業債償還金 37,326 

 1.企業債償還金 37,326  企業債償還金元金

 4.予備費 2,000 

 1.予備費 2,000 
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平成３１年度神崎町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 33,918 千円

その他事業支出 △ 55,130 千円

貯蔵品の購入による支出 △ 1,290 千円

営業活動による収益 107,744 千円

給水申込負担金の収入 2,084 千円

補助金による収入 36,982 千円

業務活動によるキャッシュ・フロー 56,472 千円

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 12,622 千円

固定資産の売却による収入 0 千円

補助金による収入 0 千円

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 12,622 千円

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 0 千円

企業債の償還による支出 △ 37,326 千円

その他負担金による収入 11 千円

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 37,315 千円

資金増減額 6,535 千円

資金期首残高 193,936 千円

資金期末残高 200,471 千円
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１　総　括

（　）は再任用職員数

（単位：千円）

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

給　与　費　明　細　書

本

年

度

前

年

度

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

　　（１）
　　6

合 計

特 別 職
（ 人 ）

     10

区 分

     10

職 員 数

資 本 勘 定 支 弁 職 員

     10

     10

　　（　）
　　5

　　（　）
　　5

　　（１）
　　6

手 当
（ 千 円 ）

一 般 職
（ 人 ）

18,276 8,207 

18,276 8,207 150 

計
（ 千 円 ）

5,637 

賃 金
（ 千 円 ）

26,633 

報 酬
（ 千 円 ）

給 与 費

200 

給 料
（ 千 円 ）

11,051 35,716 

150 

200 

△ 9,083 

26,633 

24,465 

24,465 11,051 

0 

△ 50 

時 間 外
勤 務 手 当

9,158 

6,943 手 当 の
内 訳

区 分

本年度

前年度

比 較

管理職手当

△ 480 

480 

△ 78 0 

383 

△ 2,844 

△ 24 △ 47 

156 407 

通 勤 手 当扶 養 手 当

0 78 803 0 

地 域 手 当

△ 50 △ 6,189 

期末･ 勤勉
手 当

住 居 手 当

△ 6,189 △ 2,844 

△ 10,650 △ 1,567 

850 0 

35,716 7,204 

7,204 

0 

42,920 

32,270 

0 0 △ 2,215 

0 

42,920 

△ 10,650 

法定福利費
（ 千 円 ）

△ 1,567 

合 計
（ 千 円 ）

5,637 

0 

△ 9,083 

児 童 手 当

32,270 
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２　給料及び手当の増減額の明細

区 分
増 減 額

( 千 円 )
説 明 備 考

　職員異動等に伴う増減分 △ 6,189 

　職員異動等に伴う増減分 △ 2,844 

増 減 事 由 内 訳
( 千 円 )

給 料 △ 6,189 

△ 2,844 手 当
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３　給料及び手当の状況

(１)職員一人当たり給与

一 般 行 政 職

354,180 

372,285 

47.0 

329,181 

344,840 

49.1 

(２)初任給

高 校 卒

大 学 卒 187,200 187,200

一 般 行 政 職 （ 円 ）
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 ( 円 )

153,000153,000

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

区 分

区 分

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 才 )

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 才 )
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(３)級別職員数

（　） （　）

（　） 1 （　） 20.00 

（　） （　）

（　） 1 （　） 20.00 

（　） 1 （　） 20.00 

（　） 1 （　） 20.00 

（　） 1 （　） 20.00 

（　） 5 （　） 100.0 

（　） （　）

（　） 1 （　） 16.67 

（１） 1 （16.67） 16.67 

（　） 1 （　） 16.67 

（　） 1 （　） 16.67 

（　） 1 （　） 16.67 

（　） 1 （　） 16.67 

（１） 6 （16.67） 100.0 
　（　　）は再任用職員の場合

（級別の標準的な職務内容）

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日

４ 級

一 般 行 政 職

１ 級 ２ 級

主 事

技 師

主 事

技 師
副 主 査

２ 級

課 長 補 佐

６ 級

区 分
級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

一 般 行 政 職

区 分

６ 級

３ 級

計

３ 級

課 長

主 幹

３ 級 ５ 級 ７ 級

主 任 主 事

主 任 技 師

５ 級

係 長

副 主 査

４ 級

７ 級

６ 級

１ 級

５ 級

４ 級

２ 級

１ 級

７ 級

計
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(４)昇給

合 計 一 般 行 政 職

5 5 

4 4 

２号給　(人) 

３号給　(人) 

４号給　(人) 4 4 

６号給　(人) 

８号給　(人) 

80.0 80.0

6 6 

3 3 

２号給　(人) 

３号給　(人) 

４号給　(人) 3 3 

６号給　(人) 

８号給　(人) 

50.0 50.0 

号 給 数 別 内 訳

職 員 数 ( Ａ )( 人 )

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

区 分

本

年

度

前

年

度

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) ( ％ )

職 員 数 ( Ａ )( 人 )

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) ( ％ )

号 給 数 別 内 訳
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(５)期末手当・勤勉手当 上段(　)：再任用の場合

一 般 会 計 の 制 度

本 年 度

前 年 度

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分）

(1.175)
2.225

(1.075)
2.125

１２月（月分）

(2.350)
4.45

有

支 給 率 計
( 月 分 )

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考

(2.300)
4.4

有

(2.350)
4.45

有

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(1.225)
2.275

(1.175)
2.225
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(６)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(７)その他の手当

備 考

区 分
２０年勤続の者

(月分)
２５年勤続の者

(月分)
３５年勤続の者

(月分)
最　高　限　度

(月分)

47.709

そ の 他 の 加 算 措 置 等

・定年前早期退職特例措置
　　(2%～20%の加算)

47.709

支 給 率 等 24.586875

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075 47.709

33.27075 47.709

管 理 職 手 当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と 異 同

地 域 手 当

住 居 手 当

時 間 外 手 当

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

通 勤 手 当

扶 養 手 当

備 考

・定年前早期退職特例措置
　　(2%～20%の加算)

差 異 の 内 容
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１．                          円 円 円

(１) 給 水 収 益 108,833,498 

(２) 受 託 工 事 収 益 0 

(３) そ の 他 営 業 収 益 34,000 108,867,498 

２．

(１) 原 水 及 び 浄 水 費 27,043,548 

(２) 配 水 及 び 給 水 費 9,125,620 

(３) 受 託 工 事 費 0 

(４) 総 係 費 39,240,277 

(５) 減 価 償 却 費 89,434,000 

(６) 資 産 減 耗 費 110,000 

(７) そ の 他 営 業 費 用 0 164,953,445 

営 業 損 失 56,085,947

３．

(１) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 0 

(２) 給 水 申 込 負 担 金 1,995,000 

(３) 県 補 助 金 13,933,000 

(４) 他 会 計 補 助 金 25,000,000 

(５) 長 期 前 受 金 戻 入 59,917,696 

(６) 雑 収 益 891,416 101,737,112 

４．

(１) 支 払 利 息 9,450,938 

(２) 雑 支 出 21,497 9,472,435 92,264,677 

経 常 利 益 36,178,730 

５．

過 年 度 損 益 修 正 損 0

当 年 度 純 利 益 36,178,730

前年度繰越利益剰余金 69,688,390

当年度未処分利益剰余金 105,867,120

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

平成３０年度(２０１８)神崎町水道事業予定損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

－
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１． 円 円 円 円

(１)

イ 土 地 122,778,596

ロ 建 物 151,662,583

減 価 償 却 累 計 額 24,692,036 126,970,547

ハ 構 築 物 2,691,969,573

減 価 償 却 累 計 額 1,266,654,484 1,425,315,089

ニ 機 械 及 び 装 置 930,881,293

減 価 償 却 累 計 額 532,395,171 398,486,122

ホ 車 輌 及 び 運 搬 具 5,681,008

減 価 償 却 累 計 額 4,627,701 1,053,307

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 4,872,679

減 価 償 却 累 計 額 3,874,243 998,436

ト 建 設 仮 勘 定 4,549,666

有 形 固 定 資 産 合 計 2,080,151,763

(２)

イ 電 話 加 入 権 818,400

無 形 固 定 資 産 合 計 818,400

固 定 資 産 合 計 2,080,970,163

２．

(１) 193,936,258

(２) 5,731,750

(３) 853,695

200,521,703

2,281,491,866

現 金 預 金

貯 蔵 品

平成３０年度神崎町水道事業予定貸借対照表

資　産　の　部

（平成３１年３月３１日）

固 定 資 産

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

未 収 金

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

－
1
8
－



３．

(１) 288,805,056

(２) 1,000,000

289,805,056

４．

(１) 37,325,545

(2) 2,930,999

(3) 5,743,863

46,000,407

５．

(１) 2,723,010,718

(２) 1,152,495,780

1,570,514,938

1,906,320,401

６．

(１) 237,204,576

資 本 金 合 計 237,204,576

７．

(1) 32,099,769

資 本 剰 余 金 合 計 32,099,769

(2) 105,867,120
当年度未処分利益剰余金
合 計 105,867,120

137,966,889

375,171,465

2,281,491,866

※退職給付引当金については、退職手当は一般会計負担のため引当は行っていない。

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

預　　　　　 　　り　　　　　 　　金

企 業 債

固 定 負 債

未 払 金

流 動 負 債

負　債　の　部

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

資 本 金

自 己 資 本 金

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

資　本　の　部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金

企 業 債

－
1
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１． 円 円 円 円

(１)

イ 土 地 122,778,596

ロ 建 物 151,662,583

減 価 償 却 累 計 額 30,865,045 120,797,538

ハ 構 築 物 2,691,969,573

減 価 償 却 累 計 額 1,325,607,670 1,366,361,903

ニ 機 械 及 び 装 置 931,569,293

減 価 償 却 累 計 額 555,865,966 375,703,327

ホ 車 輌 及 び 運 搬 具 5,681,008

減 価 償 却 累 計 額 5,079,436 601,572

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 7,567,679

減 価 償 却 累 計 額 4,098,725 3,468,954

ト 建 設 仮 勘 定 11,788,666

有 形 固 定 資 産 合 計 2,001,500,556

(２)

イ 電 話 加 入 権 818,400

無 形 固 定 資 産 合 計 818,400

固 定 資 産 合 計 2,002,318,956

２．

(１) 200,470,986

(２) 6,497,611

(３) 801,195

207,769,792

2,210,088,748

平成３１年度神崎町水道事業予定貸借対照表

資　産　の　部

（平成３２年３月３１日）

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 収 金

貯 蔵 品

現 金 預 金

－
2
0
－



３．

(１) 250,393,406

(２) 1,000,000

固 定 負 債 合 計 251,393,406

４．

(１) 38,411,650

(2) 2,175,672

(3) 2,858,000

43,445,322

５．

(１) 2,723,020,719

(２) 1,212,413,476

1,510,607,243

1,805,445,971

６．

(１) 237,204,576

資 本 金 合 計 237,204,576

７．

(１) 32,099,769

(2) 135,338,432

167,438,201

404,642,777

2,210,088,748

※退職給付引当金については、退職手当は一般会計負担のため引当は行っていない。

資 本 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

流 動 負 債

負　債　の　部

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

企 業 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

引 当 金

預 り 金

企 業 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

固 定 負 債

資　本　の　部

未 払 金

－
2
1
－



収　　入

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.水道事業収益 216,941 221,678 4,737

1.営業収益 117,721 117,712 9

1. 給水収益 117,561 117,552 9 1. 給水収益 117,561 水道料金収入 117,561

2. 受託工事収
益

100 100 1. 受託工事収
益

100 受託工事収入 100

3. その他営業
収益

60 60 0 1. 材料売却収
益

10 原材料売却収入 10

2. 手数料 40 設計審査・工事検査手数料等 40

3. 雑収益 10

2.営業外収益 99,220 103,966 4,746

1. 受取利息 1 1 0 1. 預金利息 1 預金利息 1

2. 給水申込負
担金

2,310 2,268 42 1. 給水申込負
担金

2,310 水道加入負担金 2,310

3. 県補助金 11,982 16,770 4,788 1. 県補助金 11,982 水道総合対策事業補助金 11,982

4. 他会計補助
金

25,000 25,000 0 1. 他会計補助
金

25,000 一般会計補助金(高料金対策) 25,000

5. 長期前受金
戻入

59,917 59,917 0 1. 長期前受金
戻入

59,917 補助による資産取得分の減価償
却費充当分

59,917

6. 雑収益 10 10 0 1. 雑収益 10

減

本 年 度
予 算 額

区 分

収益的収入及び支出

目款 項

比 較

増
説 明

平成３１年度神崎町水道事業会計予算実施計画内訳表

節

金 額

前 年 度
予 算 額

－22－



支　　出

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.水道事業費用 186,439 202,314 15,875

1.営業費用 169,332 183,752 14,420

1. 36,215 40,068 3,853 1. 給料 6,192 職員　２人分 6,192

2. 手当 1,729 職員諸手当 1,729

3. 賃金 1,798 パート賃金 1,798

12月～3月分賞与引当費 796

法定福利費引当費 149

5. 法定福利費 1,813 市町村職員共済組合
負担金等

1,813

6. 旅費 2 普通旅費 2

7. 被服費 27 作業服等購入費 27

8. 備消耗品費 466 浄水用備品、管理用品等購入費 466

9. 燃料費 342 公用車、機械等燃料費 342

10. 通信運搬費 339 テレメーター回線等使用料 339

11. 委託料 3,998 水質検査委託料 3,392

電気工作物保守検査委託料 606

12. 手数料 142 細菌検査、法定点検手数料等 142

13. 賃借料 55 機械類賃借料 55

14. 修繕費 583 浄水場機器類修繕費及び部品費 583

15. 動力費 11,159 浄水場及び取水施設等電気料 11,131

非常用発電機燃料費 28

16. 薬品費 4,418 浄水用薬品購入費 4,418

17. 材料費 100 浄水場施設補修等材料購入費 100

18. 負担金 2,107 奈良俣ダム管理負担金 2,107

2. 10,148 12,024 1,876 1. 給料 4,581 職員　1人分 4,581

2. 手当 1,766 職員諸手当 1,766

12月～3月分賞与引当費 597

法定福利費引当費 114

4. 法定福利費 1,238 市町村職員共済組合
負担金等

1,238

5. 被服費 14 作業服等購入費 14

賞与引当金
繰入

711

賞与引当金
繰入

4. 945

3.

増目

配水及び給
水費

原水及び浄
水費

款 項

節本 年 度
予 算 額

比 較

区 分
金 額減

説 明
前 年 度
予 算 額

－23－



千円 千円 千円 千円 千円 千円

6. 備消耗品費 110 配水用備消耗品購入費 110

7. 燃料費 50 公用車、機械等燃料費 50

8. 手数料 63 合材等廃材処理手数料 19

重機法定点検等手数料 44

9. 賃借料 606 管網図、給水台帳用住宅地図システム 548

配水管埋設用地賃借料 3

工事機械等賃借料 55

10. 修繕費 204 量水器修繕費 94

機械等修繕費 110

11. 路面復旧費 475 合材、砕石等購入費 475

12. 材料費 330 漏水修理等材料費 330

3. 90 90 1. 備消耗品費 10 工事用消耗品購入費 10

2. 路面復旧費 30 合材、砕石等購入費 30

3. 材料費 50 給水工事等材料購入費 50

4. 総係費 33,450 42,016 8,566 1. 給料 7,503 職員　２人分 7,503

2. 手当 2,313 職員諸手当 2,313

12月～3月分賞与引当費 1,006

法定福利費引当費 186

4. 報酬 150 運営委員会委員報酬 150

5. 法定福利費 2,137 市町村職員共済組合
負担金等

2,102

公務災害補償基金負担金 35

6. 旅費 92 研修等旅費 92

7. 退職給与金 4,952 市町村総合事務組合負担金 4,952

8. 被服費 27 作業服等購入費 27

9. 備消耗品費 273 事務用備品、消耗品費 273

10. 印刷製本費 31 納付書等印刷費 31

11. 燃料費 62 公用車燃料費 62

12. 光熱水費 43 ガス使用料・灯油代 43

13. 343 電話・インターネット使用料 208

ＦＤ送付料 33

役場庁内ＬＡＮ接続料 92

郵便、宅配送料等 10

説 明
増 減

区 分
金 額

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

3.

節

賞与引当金
繰入

1,192

受託工事費

款 項 目

通信運搬費

－24－



千円 千円 千円 千円 千円 千円

14. 委託料 10,974 水道料金検針収納等業務委託料 10,974

15. 手数料 697 合併浄化槽維持管理手数料 146

水道料金振替手数料 301

コンビニ収納サービス利用手数料 250

16. 賃借料 1,058 企業会計システム賃借料 692

複写機賃借料 352

ＮＨＫ受信料 14

17. 修繕費 374 公用車修繕費 77

公用車車検整備費 253

備品修繕費 44

18. 交際費 30 管理者交際費 30

19. 負担金 401 日本水道協会負担金 83

利根川荒川水系連絡協議会
負担金

10

職員互助会負担金 18

水道技術者資格取得研修費等 290

20. 保険料 474 浄水場火災保険料 165

水道賠償責任保険料 69

公用車自賠責保険料 85

公用車任意共済費 155

21. 公課費 44 公用車重量税 44

22. 貸倒引当金
繰入

280 貸倒引当 280

5. 89,309 89,434 125 1. 89,309 建物減価償却費 6,173

構築物減価償却費 58,987

機械等減価償却費 23,473

工具器具及び車両等減価償却費 676

6. 資産減耗費 110 110 0 1. 固定資産除
却費

100 固定資産除却費 100

2. たな卸資産
減耗費

10 たな卸資産減耗費 10

7. その他営業
費用

10 10 1. 雑支出 10

2.営業外費用 13,107 14,562 1,455

1. 8,339 9,451 1,112 1. 企業債利息 8,339 企業債利息 8,339

2. 消費税 4,748 5,101 353 1. 消費税 4,748 消費税及び地方消費税 4,748

3. 雑支出 20 10 1. 雑支出 20

3.予備費 4,000 4,000 0

1. 予備費 4,000 4,000 0

比 較 節
説 明

増 減 金 額

前 年 度
予 算 額

区 分
款 項 目

本 年 度
予 算 額

減価償却費 有形固定資
産償却費

支払利息及
び諸費

－25－



収　　入

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.資本的収入 11 11

1.負担金 11 11

1. 負担金 11 11 1. 工事負担金 10

2. 開発負担金 1

金 額款 項 目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

区 分

節

資本的収入及び支出

説 明
増 減

－26－



支　　出

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.資本的支出 49,948 43,766 6,182

1.建設改良費 7,239 1,644 5,595

1. 7,239 1,644 5,595 1. 備消耗品費 68 工事に係る備品・消耗品等購入費 68

2. 燃料費 12 機械等燃料費 12

3. 手数料 21 廃材処理手数料 21

4. 賃借料 143 建設機械等賃借料 143

5. 路面復旧費 173 配水管工事等路面復旧材料購入費 173

6. 材料費 6,272 配水管工事等材料費 6,272

7. 工事請負費 550 配水管工事費 550

2.固定資産取得費 3,383 1,218 2,165

1. 688 678 10 1. 電気設備費 550 電気設備機器事故時取替費用 550

2. 量水器費 138 量水器購入費 138

2. 2,695 540 2,155 浄水場等備品購入費 550

卓上色濁度計、ベルトコンベア 2,145

3.企業債償還金 37,326 38,904 1,578

1. 企業債償還
金

37,326 38,904 1,578 1. 企業債償還
金

37,326 企業債償還元金 37,326

4.予備費 2,000 2,000

1.予備費 2,000 2,000

区 分

浄・配水
施設改良費

款 項

前 年 度
予 算 額

本 年 度
予 算 額

比 較

目

1. 工具器具及
び備品購入
費

説 明
増 減 金 額

工具器具及
び備品購入
費

2,695

機械及び装
置費

節

－27－
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